
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年６月時点＞ 

交付限度額 11億 2636万円     

うち令和７年度 交付決定額 200万円（0%） 

うち令和８年度 交付決定額 11億 2436万円（100%） 

残額 0円（0%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆物価高騰対策さのまるペイポイント給付事業  事業費：９億 9,292万円  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰の影響を受ける市民の負担を軽減するとともに、消費喚起による事業者支援を図るため、全市民約 112,000人に対して食料品購入にも利用でき

るデジタル地域通貨ポイント 8,000円分を給付。 

 

◆デジタル地域通貨事業  事業費：14億 6,434万円  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰による家計への影響を軽減しつつ、地域経済の活性化促進を図るため、地域通貨の利用額に応じ、食料品購入にも利用できるプレミアムポイン

トを付与。（キャンペーン：中小店 20％・大型店 10％ポイントバック） 

 

◆南部学校給食センター児童生徒給食事業  事業費：３億 971万円  ※食料品特別加算を活用 

 小学校、中学校及び義務教育学校の給食費について、保護者の負担軽減を図るとともにこれまでと同様の学校給食を提供する。 

 

◆北部学校給食センター児童生徒給食事業  事業費：２億 5,010万円  ※食料品特別加算を活用 

 小学校、中学校及び義務教育学校の給食費について、保護者の負担軽減を図るとともにこれまでと同様の学校給食を提供する。 

 

◆ネット・ゼロ・エネルギーハウス化支援事業  事業費：4,500万円  

 エネルギー価格等が高騰していることから、家庭のエネルギー消費を減らし、光熱費の負担軽減を図るため、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス化を補

助。（ZEHの新築又は購入：一律 40万円等） 

 
 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
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